反核平和の火リレー運動の前進のために
第25回反核平和の火リレー

Ⅰ　反核平和の火リレーとは

１　反核平和の火リレーの出発点


被爆地ヒロシマから出発
反核平和の火リレーは1982年、ヒロシマの青年たちによって開始されました。

　当時はヨーロッパを中心に世界的に反核運動が盛り上がっていました。直接的な契機となったのは、NATO（北大西洋条約機構）が当時のソ連に向けてINF（中距離核ミサイル）を配備することへの反対運動でした（このINFは後にソ連のゴルバチョフ書記長のイニシアティブにより、米ソで全廃条約が結ばれました）。

この年に開催された「3.21平和のためのヒロシマ行動」は20万人が結集する大きな運動になりました。集会を支えたのは組織された労働者の力、青年もその一翼を担い、大きな力を発揮しました。しかし、こうした取り組みは運動の高揚が終わると波が引いたようにしぼんでいくことも事実です。そして、この集会を支えたエネルギーを継続し、「反核平和のたたかいを一層発展させよう」と反核平和の火リレーが開始されたのです。

8月6日、原爆投下の日に毎年式典が開催される広島市の平和公園。その中で燃え続ける「平和の灯」。この「平和の灯」から採火してトーチに掲げ、「被爆者援護法の制定」「非核自治体宣言」と「具体的な平和行政の推進」などを各自治体に求めながら走りつなぎました。
青年が引き継ぐ反核平和運動
自らの被爆体験の後、生涯を通じて原水爆禁止運動と反核平和運動の先頭に立ち、94年に92歳の生涯を閉じられた故森瀧市郎先生（原水禁代表委員）は、リレー運動に最も激励と期待をいただいた大先輩でした。

「運動には様々な形態があるが、走ることは若者にしかできない。私たちの運動がこのように若者に引き継がれていることを大変心強く感じる。このヒロシマの運動が、やがて全国に広がり全世界に広がることを期待する」（1984年）

「かつて広島の青年諸君が始めた反核平和の火リレーは本当に燎原の火の如く広がりつつある。この諸君の行動が、勢いを失っていた原水禁運動に活力を与え蘇らせた。青年の力の大きさを感じた」（1988年）

この森瀧先生の激励と期待の大きさは、私たち自身に自分たちの取り組みの“意味”を教えてくれます。被爆者が高齢化し、次々と他界を余儀なくされる中で「被爆40年はあっても50年はない」という切実な訴えがされたのは、1985年の被爆40年原水禁大会でした。

1982年に広島から始まって3年、この1985年から他県でも少しずつ取り組まれるようになり、88年平和友好祭日本実行委員会では本格的に全国的な取り組みにするために、友好祭の全国総会とあわせてリレーの実践交流会を企画。そして、その年の平和友好祭中央祭典に、広島から中国・近畿・東海を経て山中湖まで火が届けられました。これを契機に全国的に広がり、昨年は28都道府県で取り組まれました。
戦争・被爆体験が風化しかける中で、青年が原水禁・反核平和運動を引き継ごうと大きな大衆行動を始めたことは、高齢化する被爆者を励ましました。広島の青年が「リレーの当日出かけようとしたら、親父が突然『ちょっと待て』と言い出した。忙しいのにと思ったら親父が自分の被爆体験を話し出した。それまで20数年聞かされたことのない話でビックリしたと同時に、親父の思いが伝わってきた。この親父の思いも込めてしっかり走ろうと思った」と語ったように、青年の行動が“語らずして死ねない”という被爆者の心を励まし、被爆者には語り継ぐ決意を、青年には運動を自分たちが引き継ぐ決意を育んできたと言えます。
２　リレー運動の特徴点

語り継ぐ、走り続ける、ということ
リレー運動の特徴と精神は「語り継ごう、走り続けよう」というスローガンに象徴されています。行動スタイルは極めて単純明快、ヒロシマの平和の火を掲げたトーチを文字通り、手から手へ、町から町へ走りつなぐものです。

　もちろん、運動的には「非核宣言と平和行政」の自治体要請、地域への宣伝活動、事前学習会や反核平和の夕べなど様々に大切な課題があるのですが、これらはある意味では「リレー」という形態をとらなくても可能な取り組みです。

　“なぜ走るのか？”――この素朴な問いかけこそが、リレー運動の大切な出発点といえます。自分たちの町にヒロシマの平和の火を迎え入れ、町内を灯すのは「反核平和をこの町で追求する」という決意です。しかも、町内をくまなく灯し、できるだけ多くの人に訴えるためには、それだけ距離も延びます。一人の決意でフルマラソンをやればできる人もいるでしょうが、それでは個人の美談にしか過ぎません。自分が知っている、自分ががんばっているだけではダメなのです。ヒロシマの心を語り「継ぎ」、平和の火を灯したトーチを手から手へ「つなぎ」、みんなの反核平和を求める気持ちを心から心へ「結び」――そうした行動こそがリレー運動の精神なのです。
一人ひとりが主人公
そして、関連してこの行動はランナー一人ひとりが主人公の取り組みです。
平和運動の形態は、森瀧先生が言ったとおり様々にあります。しかし、大抵の取り組みは集会でも学習会でも「参加者」であり、労働組合的に言えば「動員者」です（問題は「どのように一人ひとりのものになっていくか」であり、この形態や呼び方それ自体が悪いわけではありません）。労働運動も平和運動も弱体化や形骸化が言われて久しい中で、このリレー運動は文字通り一人ひとりが走らなければ成り立たない行動です。みんなの思いをつないで運ばれてきた平和の火は、それをいったん受け取ったら最後、次の仲間につなぐまで走り続けるしかありません。
誰もが否定しない『平和』、問われるのは『意識性』
『平和』というスローガンは、それ自体は誰も否定しません。リレー運動の大きな目標の一つである「平和自治体宣言」も超党派・全会一致で議決されているのが通例でしょう。諸集会には平和運動フォーラムや連合の推薦ではない首長や理事者も歓迎・激励のあいさつを送ってくれるように、反核平和の火リレーは誰にでもわかりやすく受け入れられる幅広い運動といえます。
しかし、誰もが否定しないからといって常に意識され、具体的な運動や行政に反映されるかといえば、それは全く別物といわなければなりません。例えば、自治体宣言と平和行政の関連が一つの好例です。平和宣言をしている自治体でも具体的な平和行政の推進は伴っておらず、形骸化されている場合が非常に多い実態です。それを推進する議会の議論や住民の声、役場内部の議論も当然ですが、自然に沸いてくるわけではないのです。平和問題全般を見ても、日本が再び戦争してもよいなどと公然と言う人はまずいません。国民のほとんどは平和が大切と考えています。しかし、戦後67年を迎えた今日、私たちの目の前にあるのは、最先端のハイテクで装備されたアジア随一の軍隊としての自衛隊、世界で第6位（2010年）の軍事費を持つ国家としての日本、そして「安保・国益」最優先の下で法律を改正し、米軍の駐留軍用地を提供しつづける「国権の最高機関」の姿です。
また、職場の現実を見ても、労働法で定められている最低限度の権利ですら形骸化されている事実には事欠きません。労働組合法第１条で「対等の立場」と明記されていても、使用者に対して実際にそうふるまえる日本の労働者は何％いるでしょうか？労働組合が組織されている職場でも、年休すらまともに取れない、ただ働きの超過勤務などが当たり前のようにまかり通っています。
つまり、広範であるはずのものが実際には切り縮められている、当たり前のことが実はそうなっていないこうした事実が、今日の民主主義破壊の職場・地域・社会の実態ではないでしょうか？
反核平和の火リレーが、その運動を通じて掘り返そう、蘇らせようとしているのは、誰もが否定しない内容を本物の運動や実態にしていくための、広範で民主主義的な基盤であるともいえます。いくらすぐれた正しい主張や内容であっても、運動がなければそれを多くの人のものにすることはできません。一人ひとりが主人公として運動に関わり、感じ、考え、討論し、次の運動にも生かしていく――こうした基盤をリレー運動は全国的に2万人の規模で作り出しています。
北海道では約2千人、決して十分な数字ではありません。さて、あなたの職場・地域ではどれだけの基盤を作れているでしょうか？
Ⅱ　北海道の取り組み
１　北海道におけるリレー運動の出発点
泊原発に火を入れるな！
道内でリレーを始めたのは1988年、広島の青年たちが始めてから6年が経過していました。

当時、道内の反核平和運動の最大の課題は、「泊原発反対運動」でした。多くの道民の反対と不安の中ですでに建設され、その年の7月には核燃料が搬入、10月には試運転開始という時期でした。全道労協（現在の平和運動フォーラム）と社会党は、生活クラブ生協をはじめとした市民団体とも連携を取り、「泊原発の運転開始の可否を問う道民投票条例」の制定を求める直接請求運動を取り組むことを決定しました。

また、政府・動燃（動力炉・核燃料開発事業団。現在の日本原子力研究開発機構）による幌延町への「貯蔵工学センター（高レベル核廃棄物処理施設）計画」は、反対を押し切って強行されたボーリング調査の結果がこの年になって発表されました。その内容は、文献や資料の都合のいい部分のつまみ食いで、事実上の「適地」宣言でした。

こうした情勢の下で、当時11県に広がっていた反核平和の火リレーを、北海道でもやろうという議論が起きたのです。
走って平和になるのか?!
しかし、共闘の事務局打ち合わせや各団体での議論はスムーズに進んだわけではなく、いくつかの議論や要因がありました。

ひとつには、「北海道にはなじまない」という受け止めです。反核平和の火リレーは原水禁運動の一環であり“ヒロシマならでは”の運動、条件の違う北海道で他県の“マネごと”をしてもプラスにならないのでは？という疑問です。北海道ではまだ親レベルでも全国トップクラスの組織力量を誇る全道労協があり、大衆運動・平和運動も“そんなヒロシマのマネをしなくても”十分やっているという自負の裏返しもあったかもしれません。

ふたつには、リレー運動の内容の理解の問題として「走って平和になるのか?!」という疑問でした。走るヒマがあるなら、その分学習会を組織した方がよっぽどいいという意見でした。ただでさえ、各単産の取り組みに加えて、団結集会運動・日朝連帯運動・平和友好祭運動など青年の共闘運動が目白押しの中で、よほど意義ある取り組みでなければ、これ以上取り組みが増えてはたまらないという事情も反映していた面もあったでしょう。
「幌延から泊へ！」「青年の主体性を！」
最終的に北海道でもやろう！と決意しあったのは大きく二つの理由でした。
ひとつには「泊原発に火が入ろうとしている」「幌延にも調査報告が出された」、こうした情勢で何をやるのか？基本組織の提起している運動を精一杯取り組むことはもちろんとして、青年だからできること、全体の反対運動を大きく盛り上げるためにも、やってみようじゃないかということです。
ふたつには、自分たちの運動や組織現状の問い直しからの反省です。確かに色々な運動はやっている、しかし、団結集会や平和友好祭運動もどんどん結集は落ちていっている。行事はこなしているが、職場の力、平和運動の力になっているか？一人ひとりのものになっているのか？各地区青婦協も国鉄分割民営化をはじめとする、行革攻撃の中で役員の担い手も含めて弱体化が目立ってきていました。もう一度運動を作り直すような気持ちで取り組まなければ、先輩たちが守ってきた平和を、そして、それを取り組む組織を自分たちで食いつぶして枯らせてしまってはならないという思いでした。
２　運動課題を大切に、青年の主体性と組織の強化を
実際にやってみてわかったリレー運動の意義
1988年、第1回反核平和の火リレーは「原発の火より平和の火」「リレーでつなごう幌延・泊」を合言葉に、1月31日に幌延を出発、8月7日に泊の集約まで430㎞を約1,000人のランナーで走りつなぎました。そして、89年、第2回は道北（稚内出発）、道東（根室出発）、道南（函館出発）、後志（泊出発）の4コースで札幌をめざし、総計1,230㎞を約2,100人のランナーが参加する取り組みに拡大しました。

　以降、取り組みを継続して、昨年の第24回リレーは総計約7,000㎞、ランナー数2,036人（前年1,877人・159人増）、反核平和の夕べ・諸集会の参加者4,475人（前年4,543人・68人減）と、全体では7,222人（前年7,037人・185人増）の参加でした。

通過した自治体数は全自治体（179自治体）を通過できました。これは、2007年の第20回を迎える節目に北海道実行委員会で討論し、早い時期から全自治体を通過するため、各地区実行委員会と連携してきたことが大きく、特に、礼文・利尻・奥尻の離島や、これまで走ったことの無かった自治体に平和の火を届けたことは大きな成果です。

1988年の取り組み開始時に様々にあった疑問の答えは、やってみた運動そのものの中にあったのです。「できない、やれない」理由を並び立てるよりも、具体的に走り出すことが大切でした。

その答えは、何よりもこの取り組みが多くの青年に歓迎され、急速に広まった事実です。“走る”というシンプルな行動形態のおかげもあり、ランナーとして走る一人ひとりが楽しそうに笑顔で取り組んでいました。やり始めた時期、実行委員会でもこの生き生きとした仲間の姿に触れ「自分がやっているという実感がある」「嫌々で連れてこられた集会で座っているだけとは違う」「目立ちたがりやの若者も少なくない」「ふだん見たこともないすがすがしい顔だった。裏を返せば、職場ではよっぽど不満が溜まっていたのでは」など、実行委員会でも様々な議論になりました。

どの意見もハズレでなく、そういった様々な要素に支えられてリレー運動は発展してきたといえます。何よりも、自分自身の率直な思いを具体的な形・行動に表すことができ、しかも自分の行動の意味が（平和の火がつながれるという形で）はっきりしている行動だったからです。

リレーが復活させた地域組織と平和運動の力
リレー運動は、こうした一人ひとりにとっての意味だけでなく、平和運動総体やそれを担う組織についても影響を与えてきました。

まず、地区労青婦協が開店休業状態や未結成の地域についても、青年の平和運動を作り出してきた成果です。当時、全道労協青年婦人協議会は春闘総決起集会や秋期反戦集会をはじめ、日朝連帯闘争、平和友好祭運動などの共闘運動（党・社青同や農民連盟、学生などと労働組合の有機的な結合により、それぞれの、そして総体の運動・組織の強化をはかる）を活発に取り組んでいました。しかし、センター（ブロック）や地区に青年組織がないところは、全道労協からの集会の指示があっても取り組めないまま、全道的な運動のアンバランスは拡大していました。しかし、このリレー運動がそうした地域においても、基本組織の援助や単産青年部間の連携によって取り組まれ、これを契機に地域運動や平和運動の必要性が自覚され、青年組織の復活や結成などにもつながってきたのです。

また、青年のみならず、労働組合の基本組織や党などの援助や意識性も大きな要素です。特に青年組織がない地域で「うちは青年組織がないから」「青年レベルのことは青年で」という実態から「この運動ならうちの青年にもやらせよう」と基本組織が取り組んでくれたことが大きな力にもなっています。この背景には「若い担い手がなかなか育たなくて、これからの地域運動をどうしようか困っていた」という事情がありました。中には、北海道段階やブロックからおりてくる集会や署名を除けば、地域での取り組みは年間で唯一リレーだけという地区もあります。リレーがそうした地区の実態に平和運動とそれを担う青年の芽を作り出してきたともいえるのです。

３　運動の現状の見つめ直しから、もう一度“原点にかえって”！

薄らいできた？リレー運動の原点
このように北海道におけるリレー運動は、出発時からの様々な“成果”がありました。しかし、当然ですがいいことづくめでリレー運動が発展し続けているわけではありません。リレー運動が道内で“定着化”されてきた一方、“マンネリ化”の傾向も随所に見られるようになってきました。

それは「なぜ走るのか？」という一番素朴で、なおかつ一番本質的な問いかけが少なくなってきています。リレー運動の意義が役員の世代交代ともあいまって、なかなか引き継がれず「リレー」という年間行事の形態だけが残っている傾向にあります。
“動員型”でなく一人ひとりの主体性・自発性にもとづいた運動というリレー運動の意義は、“どのように取り組めば”という可能性の問題であり、時期がきたからランナーを単組に割り振って集め、走るだけという状態ではリレーの良さは文字通り“絵に描いたモチ”になってしまいます。
現状を点検して運動を改善し、広げ直そう
例えばコース・区間も毎年同じもので発展性なく“こなして”いないか、もっと参加者も地域への宣伝を広げるためにどうするか？ランナー募集も、労働組合の狭い身内の中で例年どおりの単組割りになっていないか？マスコミを活用した宣伝も含め地域に広げることはできないか？非核自治体宣言や平和行政の要請はどうなっているか、地元の議員や平和運動フォーラムの基本組織も含めて、さらに実効あるための取り組みにどのようにしていくか？などなど、課題は様々にあります。

　各地区実行委員会で、リレー運動の一つひとつの取り組みがどうなっているのかを見つめ直して、改善にむけて具体的に取り組みましょう。「そんなこと言ってもスタッフ不足でできない！」―そのとおりだと思います。そのスタッフ集めのためにも“なぜ走るのか”という問いかけに応えるための学習と討論がすべてを貫く出発点なのです。

Ⅲ　平和と民主主義を取り巻く情勢
自衛隊の再編強化と海外展開
自衛隊はアジアでもトップレベルの軍事力を保有している「軍隊」です。200機体制のF15戦闘機、100機体制の対潜哨戒機、50隻体制の護衛艦隊、16隻の潜水艦隊などがそろっています。近年は、多くなりすぎた正面装備を合理化する一方、新しい装備の導入も進められています。
海上戦力の面では、3年前に空母のような概観の「ひゅうが」型護衛艦が就役しました。「ひゅうが」は「ヘリコプター搭載型護衛艦」と呼ばれ、一度に多数のヘリコプターの運用が可能です。これによって、海賊や不審船対策、外国の潜水艦の監視の強化が目的です。この「ひゅうが」型護衛艦は、以前のヘリコプター搭載型護衛艦とは違って砲戦能力がありません。一方、新「防衛計画の大綱」では、潜水艦を現在の16隻体制から22隻に増やしています。自衛隊の任務が「多様化」する中、外国の軍隊との戦闘よりも、小規模な船舶や潜水艦などへの対策が重視されている現われです。
陸上自衛隊でも、旧式化した74式戦車を削減し、90式戦車に加えて都市型戦闘に対応できるよう、軽量化された新型戦車の開発・導入が進められています。一方、新「防衛計画の大綱」では、戦車の配備数を現行の600両から400両に減らす計画です。
陸海空のいずれの自衛隊も、「実戦」を意識した装備の導入・更新が行われています。しかし、日本の軍事力の強化は、近隣諸国にも影響します。中国は、日本とアメリカの強力な海上戦力に対抗するために海軍力の強化を図っています。こうした動きは、マレーシア、インドネシア、シンガポールなどを刺激し、日本の軍事力強化がアジアの不安定な状態を拡大しているのです。
日本の防衛政策の基本方針は「専守防衛」です。しかし、現実には、90年代から自衛隊の海外への展開が活発に行われるようになり、07年の自衛隊法改正では、自衛隊の本来任務に「海外での活動」が加えられています。
自衛隊の海外での活動内容は多岐に渡ってきました。イラクでは、米軍を中心とした占領統治や米軍の物資輸送に加わるなど、事実上の戦闘行為にまで踏み込みました。また、インド洋では、「テロ対策」に従事する各国の艦船へ給油活動を担い、イニシアティブを発揮しました。08年3月からは、海上自衛隊の護衛艦や対潜哨戒機の部隊がソマリア沖付近で海賊対策活動を開始しています。さらに、インドネシア、パキスタン、インド、ハイチ、トルコなど、災害被災地での救援活動、内戦や独立後のネパールや東ティモールにおける選挙監視や治安維持活動にも従事しています。PKO活動では、中東やアフリカなどにも展開してきました。
これらは、自衛隊単独ではなく、各国の軍事力との共同行動として行われてきました。イラクでは、オランダ軍やオーストラリア軍と連携していました。また、インド洋では、米軍だけでなく、イギリス軍、フランス軍、イタリア軍、オーストラリア軍、パキスタン軍など、11カ国との共同行動でした。ネパールにおいても、今年1月まで自衛隊員がイギリスやインドネシアなどの軍人とともに活動してきました。さらに、米軍だけでなく、インド、オーストラリア、タイ、シンガポールなど、多国間訓練への参加や相互訪問も盛んに行われています。また、中国やロシアなども含め、多くの国々と艦船の相互訪問や将官の親善・交流を行っています。つまり、米軍の戦争に巻き込まれて自衛隊が海外に展開しているのではなく、米軍を含めた多くの国々の軍事力と共同で、自衛隊がさまざまな活動を行っているのです。こうした中、日本は、オーストラリアやインドと「安保共同宣言」を結び、事実上の軍事同盟を結んでいます。さらに、韓国との「安保共同宣言」締結もめざされています。
自衛隊が想定しているのは、外国の正規軍との「戦争」ではありません。現在の世界では、国家対国家の正規軍同士の大規模な戦争は起こらなくなっています。その代わり、各国の軍事力は、発展途上国での内戦、小規模な国境紛争、治安維持活動、災害や内戦からの「復興支援」などに力を割くようになっています。そして、各国の軍事力には、「合理化」「効率化」「コンパクト化」が求められるようになっています。自衛隊では、戦車や戦闘機、護衛艦のような正面装備を削減し、小規模な特殊部隊や海外で活動する部隊の編成が進められています。
また、これまでは軍隊が「自己完結型」の組織として内部で行っていたさまざまな機能を、民間会社や自治体に外注化する動きも強められています。欧米では「民間軍事会社」として、直接の戦闘行為から後方支援まで民間企業に外注化する動きが強まっています。日本でも、自衛隊の弾薬や物資の輸送、基地内の売店、糧食、清掃、保育所、隊員募集などの業務が民間委託されたり、自治体に負わせる動きがつくられています。軍事力の性格が変化する中、私たちの職場も軍事との結びつきが強まっています。
さらに、「実戦」を想定した新たな部隊の新設も相次いでいます。陸上自衛隊では、海外での任務に対応する中央即応集団が2008年3月に発足し、その隷下には、パラシュート降下を行う第１空挺団、都市型近接戦闘や上空や海上からの着上陸戦闘をこなす特殊作戦群、優秀な空中機動力を持つ第１ヘリコプター団、中央即応集団の基幹部隊となる中央即応連隊、化学兵器や生物兵器への対応を行う特殊化学武器防護隊などがあります。また、長崎県佐世保市には「島嶼防衛」を目的とする西部方面普通科連隊が配備されています。この部隊も海や空からの着上陸戦闘をこなす能力を持っています。海上自衛隊では、ヘリコプターやゴムボートから船舶に強硬乗船して、臨検、制圧戦闘を行う特別警備隊が発足し、呉基地の近くにある江田島に配備されています。また、臨検を行う部隊が各護衛艦ごとに編成されています。
米軍基地再編と反基地のたたかい

2006年に在日米軍基地再編最終合意でロードマップが示され、在日米軍基地の再編・強化が進められています。これらは、単に米軍基地の強化としてだけではなく、これまで米軍が担っていた活動の一部を自衛隊が担う動きでもあります。
これに対して、全国で基地再編・強化に反対するたたかいが続けられています。普天間基地の閉鎖・移設については、日米政府は2010年5月に3度目になる「日米合意」で普天間基地の移設先を名護市辺野古とする合意がなされました。しかし、県内で抵抗が強まり、沖縄県の仲井真知事自身が「県内移設は不可能」という状況です。
こうした中、米国政府側から「嘉手納統合案」が再度浮上したり、普天間基地の固定化の動きが浮上しています。嘉手納基地は騒音の激化で2万人以上の原告団で第3次爆音訴訟が取り組まれています。「実現不可能」な案であっても日米政府があらゆる手段で進めようとするのは、米軍再編が米軍が軍事力を効率的に行使し、アジアや中東の「不安定要因」に対応するための変革の一環だからです。それは自衛隊の再編強化と一体で進められています。それは、自らの資本輸出がアジアで様々な「不安定要因」や「多様な事態」を引き起こす中で、軍事力の効率的な展開・行使のための体制づくりが日米政府や資本にとって死活問題になっているからです。
「防災」契機に強められる自衛隊・米軍の権限

昨年3月11日に発生した「東日本大震災」において、自衛隊は10万人体制で被災地に展開し、米軍も「トモダチ作戦」を行ってきました。人員約25万人の自衛隊にとって「史上最大の作戦」と表現される状況でした。日米だけでなく、オーストラリア、パキスタン、韓国などの軍隊も輸送機の派遣などでこれに参加しており、事実上の「有事態勢」として軍事力が事態にあたったことになります。
福島では、自治体に事前の連絡もなく原発周辺の住民を乗せた陸自ヘリが小学校に着陸し、そこから高濃度の放射線が検出されたり、日米地位協定では米軍による使用が明記されていない山形空港を米軍が給油拠点として利用するなど、「緊急時」を理由に軍事力の権限や活動範囲が拡大され、行政や市民生活に浸透する機会となっています。個別には自衛隊や米軍に助けられた事例はありますが、軍事力の被災地への展開は、インドネシアの災害被災地への自衛隊の展開と同様、その本質は「治安出動」です。実は、これまでも自衛隊は「防災訓練」を利用して、同様の権限強化や市民生活への浸透、行政との連携強化が図られてきました。自衛隊や米軍の幹部は、この被災地への展開について「周辺事態とほぼ同じ態勢をとることができた」と述べています。自衛隊と米軍は、朝鮮半島や中国をにらんだ軍事力展開の態勢を、この震災を機会に実施したといえます。
2010年11月、朝鮮近海における米韓両軍による度重なる共同演習では、朝鮮の「砲撃事件」に対応する形で日米は大規模な共同訓練を行っています。そして、軍用機の活動が活発になった沖縄では、本土との間で宅急便・郵便や貨物の送達の遅延が発生し、県民生活に影響を与えました。
今年4月にも、朝鮮の人工衛星発射に際し、自衛隊は沖縄方面へ大規模に展開しました。これは、実際には人工衛星を打ち落とすことが目的ではなく、南西諸島方面への展開の既成事実づくりです。自治体や民間企業が自衛隊への対応に関与している実態もあります。軍事力の権限や活動範囲の強化は、労働者の生活や労働に重大な影響を及ぼすことを明らかにしなければなりません。
日本企業による資本輸出

日本企業の海外進出は直接投資という形で1970年代から本格化し、1985年のプラザ合意以降の円高によって急激に進みました。この多くは、製造業の分野での直接投資を中心としており、各地に生産拠点を配置していくものでした。
このうち、欧米諸国に向けた資本輸出は、自動車産業を中心に現地生産を行うものでした。日本からの大量の商品輸出によって貿易摩擦や失業が増加し、ジャパンバッシングが問題とされました。日本企業は、欧米で現地生産を行うことでこれらの問題を緩和し、市場の確保をめざしたのです。
一方、アジアへの資本輸出は、低賃金労働力の搾取による競争力強化が目的でした。最初は繊維、機械部品などの分野で始まったアジアへの日系企業の進出は、徐々に家電、造船、自動車などに拡大していきました。
日本企業によるアジア諸国への資本輸出は、アジア諸国に急激な経済発展をもたらしました。一方、日本資本に依存した経済発展は、その国の経済や企業から自立性を奪っていきました。例えば、韓国の半導体生産では、製造装置や中核部品は日本企業製であるため、韓国企業の生産量が拡大すればするほど、対日貿易赤字が増大していく傾向をもっています。また、中国の自動車産業でも、エンジンなどの基幹部品で日本企業から供与を受けている企業が少なくありません。
日本からの資本投下は、それを受け入れた国とそうでない国の間に経済格差をもたらし、資本導入を受け入れた国の内部でも都市部と農村部の格差や貧困の拡大をもたらしました。そして、アジア諸国では、労働運動の高揚、民族独立運動の活発化、生活や民族独立運動の資金稼ぎとしての海賊行為、発展途上国間の紛争、内戦やそれによる難民の大量発生、度重なる政変など、さまざまな事態を引き起こしてきました。
日本政府は「対話と圧力」と呼ばれるさまざまな方法でこれらの「不安定要因」を押さえつけ、「多様な事態」に対処してきました。例えば、インドネシアではアチェ州の民族独立派勢力とインドネシア政府の間の和平交渉の場を用意する一方、アチェ州の周辺海域に強力な武装を持った海上保安庁の巡視船を送り込んで哨戒活動を行っています。また、インドネシアで大規模地震が起きた際には、他の国々に先駆けて自衛隊を中心とした「国際緊急援助隊」を送り込み、「治安維持」に努めています。東ティモールの独立に際しても海上保安庁や自衛隊が送り込まれました。
自衛隊がアジアに活発に展開するのは、アメリカの戦争に巻き込まれているからではなく、日本資本のアジアへの資本輸出や生産活動が、アジアのさまざまな「不安定要因」の原因となり、その抑圧が日本企業の現地での生産活動の死活問題になっているからです。
核兵器をめぐる動き

1991年に締結された、米ソ（ロ）両国が戦略核兵器の弾頭数の上限を6千発とする、第1次戦略核兵器削減条約（START１）が2009年に期限切れを迎えました。このため、第4次戦略核兵器削減条約が進められ、2010年4月に「新START」が調印されました。これは、現在、世界の核兵器の90％以上を保有するアメリカとロシアが、条約の発効後７年以内に戦略核弾頭数を1550発に、弾道ミサイルや戦略爆撃機などの運搬手段を800にするというものです。
2002年に締結された「戦略攻撃能力削減条約」では、2012年までに戦略核弾頭数を1700～2200に削減するという内容でしたが、弾頭や運搬手段の廃棄は義務付けられていませんでした。しかし、「新START」では、相互検証システムも定められるなど、前進が見られます。
一方、アメリカのオバマ政権は、今年4月に「核態勢の見直し（NPR）」を発表しました。ここでは、NPT遵守という条件付きで「核兵器の基本的な役割は核攻撃への抑止である」として、「非核兵器保有国」を核兵器による攻撃の対象としないと述べています。しかし、逆に見れば、核兵器を使用する条件を明確にしたという側面もあります。日米の圧倒的な軍事力の前に核開発を進めてきた朝鮮や、核兵器開発疑惑を向けられているイランは強く反発しています。一方で、アメリカはイスラエルやインドの核兵器開発・保有を事実上認めており、その二重基準がNPTを無実化し、核兵器拡散の契機になっているという問題が指摘されています。
オバマ大統領は「プラハ演説」で核兵器の廃絶を主張しましたが、同時に米国が保有する核兵器に一定の役割を与え、核兵器の脅威がなくならない限りは自国も核兵器を廃止しないという姿勢です。しかし、米国の圧倒的な軍事的圧力を受ける立場の国からすれば、自国を防衛するために核兵器が必要という立場になります。つまり、米国の姿勢は矛盾していることになります。
反原発・脱原発の流れを強めよう

昨年３月11日以来、私たちは重大な原子力災害を経験しています。発生から１年以上が経っても原子炉内の状況は分からず、収束には程遠い状況です。また、冷却のために注入した多量の水が様々な形で原子炉や建屋の外に漏洩していることから、大規模な放射能による環境汚染を引き起こしています。また、対応に携わる多くの労働者が大量の被爆を余儀なくされています。周辺住民への補償も、一企業では担いきれない規模になることが予想されます。また、政府と電力会社の間で責任のなすり合いも続けられています。
私たちは、あらためて「核と人類は共存できない」という原水禁運動の原点に返り、これからの平和運動を取り組んでいかねばなりません。
終焉の過程にある原子力発電

日本国内には福島での事故の時点で定期検査中のものも含めて50基以上の原発が稼働していました。これは、アメリカ、フランスに次ぐ数です。しかし、現実には、事故などによって原発の稼働率は低迷していました。さらに、日本は、原発で使用した核燃料を再処理して利用可能なウランとプルトニウムを取り出し、再度、核燃料に加工する「核燃料サイクル」路線を採っています。プルトニウム燃料は、今年5月に14年ぶりに運転が再開された高速増殖炉「もんじゅ」で使用されています（その後、事故により「もんじゅ」は再度運転停止）。しかし、プルトニウム燃料の核分裂反応が不安定であることや、「もんじゅ」自体がトラブルが多いことなどから、事故への危惧が出されています。また、プルトニウムとウランの混交燃料（MOX燃料）を通常の原子炉で使用するプルサーマル計画も、反対を押し切って開始されています。さらに、核燃料再処理の過程で発生する高レベル廃棄物の処分が大きな問題となっています。
政府には14基の原子炉の新増設を含む今後の原発計画がありますが、これは従来の自民党政府や経済産業省の案の踏襲に過ぎません。しかも、この14基の中には、地元の反対によってすでに30年以上も計画が凍結されたままのものもあり、実現可能性は非常に低いものです。
日本でも、欧米でも、原発の新規建設計画は頓挫しており、ヨーロッパでも新規建設は2基にすぎません。現在、原発の新規計画の多くはアジアに集中しており、これは自国での原発計画が進まない状況で電力資本や政府がアジア各国に必死の輸出商戦をかけている結果です。しかし、これは、各国で発生する事故もこれらの国々に輸出することとなります。
最後に
反核平和の火リレーでは、こうした課題を地域の人たちにアピールするとともに、産別を超えた仲間同士で、自分たちの職場にどのような平和を脅かす問題が現れているのか、そもそも自分たちの職場や労働組合の取り組みはどのようになっているのかを交流し合いながら運動を強めていくことも課題であるといえます。

なぜ労働組合が反戦・平和の取り組みを行うのか？端的にいえば、平和な社会、仕組みがなければ職場の民主主義も確立されませんし、「戦争」はそうしたもの全てを一瞬に壊してしまうからです。
過去や現在の事実を知ること、平和について考え合うこと、平和運動を広げること、行動すること――こうした課題を私たちはより多くの仲間とともに取り組む必要があります。多くの青年が学び、行動に参加することで、より大きな力になるからです。福島の原発事故をきっかけにあらためて反原発、脱原発の運動の強化を図るため、リレーリーフでは原発の問題を記述しています。事故が起きたから原発は必要ない、ということではなく、原子力発電が様々な場面で労働者の被曝をともないながら進められてきたものであることも振り返らなければなりません。

平和で安心して働き暮らしていける社会をめざして、リレー運動の成功と引き続き行われる平和友好祭運動に結集しながら、反戦・反核・平和運動の前進を図っていきましょう。
まずは一緒にリレーを取り組む仲間と「なぜ走るのか？」から交流しよう！
ヒロシマの“平和の火”とは？





広島の平和記念公園に燃え続ける「平和の灯」は、平和の灯完成の当日（1964年8月1日）、全国から寄せられた宗教・宗派の炎と工業地帯などからの産業の火から点火されました。核兵器が地上から姿を消す日まで燃やし続けられている反核の願いの象徴です。


　原爆慰霊碑に記された「安らかに眠ってください過ちは二度と繰り返しませんから」という誓いもこめられているといえます。


　毎年、平和友好祭の全国総会とあわせて開催される「ヒロシマの旅」で参加者が採火して持ち帰り、全国の青年が平和の灯を走りつなぎます。








